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重点５課題 喫緊の主な課題 進捗

知的財産・
ノウハウの保護

●知財Ｇメンによる実態把握
●契約のひな形、ガイドラインの
策定

●８月に知財Ｇメンを増員（１名）するとともに、知財の活用等の実態把握を引き続き実施。

●10月を目途に「知財取引における契約のひな形、ガイドライン」策定。有識者による検討会を7月に設置。
これまでに計３回の会合を開催し、課題と方針を検討。

働き方改革に伴う
しわ寄せ防止

●理に適わない負担を強いてい
るケースへの対応

●Gメン等により取引実態を把握。７月にも関係各省庁に対し、事例の周知、業界等への指導を要請。

型取引の
適正化

●法令の適用や行政指導を通
じた産業界による取組の徹底。

●Gメン等により取引実態を把握。７月にも関係各省庁に対し、事例の周知、業界等への指導を要請。

●８月27日に型取引適正化推進協議会を開催し、各業界団体からの進捗の中間報告。
●10月以降、サプライチェーン毎の取組や成果が分かるよう、大規模調査を実施。12月の協議会で評価
し、自主行動計画のフォローアップ等につなげる。

支払条件の改善
価格決定方法の適

正化

●下請け代金法などに照らして
ひどい事例への取り締まり

●Gメン等により取引実態を把握。７月にも関係各省庁に対し、事例の周知、業界等への指導を要請。

●７月に、約束手形をはじめとする支払条件の改善に向けた検討会を設置。９月に中間取りまとめ予定。
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１．改定版「未来志向型の取引慣行に向けて」の推進について

・親事業者から、BCPを背景に当社しかできない技術的機密事項を求めてくることがある。内製化される懸念がある（産業機械）

・ 大企業の時間外労働規制に伴い、仕様書の提供が遅くなり結果的に短納期発注になっている。短納期化による特急料金は払われ
ない。当社では納期に間に合わせるために残業で対応している（自動車）

・ 親事業者から、ファクタリングのサイトを120日から160日に変更したいという要請があった。（電機・情報通信機器）

・親事業者には自社の資産を増やしたくないという購買の方針があり、一括払いをお願いしても24回分割払いのままである。（自動車）

これらの取組や、今後テレワークや受発注事務の電子化の広がりによる影響等を含めた取引条件に関する大規模調査の結果等を
踏まえ、下請取引に関する指針となる振興基準等改定の検討につなげていく。

 コロナ禍の経済状況を踏まえつつ、取引適正化重点５課題を一層推進。

 下請Gメンや下請かけこみ寺等を通じたきめ細やかな実態把握を行うと共に、ガイドライン等ルールの整
備・定着、下請法等に基づく厳正な指導に取り組んでいく。
→下請Gメンや知財Gメンの体制整備（令和２年度予算額：３１.２億円の内数）や、下請かけこみ寺の整備、広報等
（ 令和２年度予算額：９.８億円）の予算も活用しながら対応中。令和３年度も必要な予算要求を実施。







４．型取引の適正化に向けた取組
 ８月２７日に「型取引の適正化推進協議会」を開催し、昨年決定した型取引ルールへの産
業界の行動計画及び取組の進捗の中間報告を受けたところ。

 今後、業界毎だけでなく事業者毎の取組や成果も明らかとするための大規模調査を実施。
 特に浸透度合いの低い事業者・サプライチェーンを中心に型の在庫目録などのインベント
リの整備を要請。

 １２月頃に次回の協議会を開催し、上記調査結果や産業界の取組の成果を確認し、自主行
動計画のフォローアップにつなげる。
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設問 発注/受注 平成29年度 平成30年度 令和元年度

型管理の適正化（注）
型の返却・廃棄の促進（※「概ねできた」と答えた企業の割合）

発注 39％ 39％ 50%
受注 23％ 15％ 18%

型管理の適正化（注）
型の保管費用の発注側負担（※「概ねできた」と答えた企業の割合）

発注 32％ 40％ 44%
受注 17％ 13％ 14%

回答率は35%（昨年34％）
（今年度:対象6019社、回答2086社）

（注）電機・情報通信機器は、発注側・受注側の区別がないため、30年度の集計のみ除外。

＜改善割合の推移［道半ばの状況］＞

＜型取引に関する具体的事例＞
○ 金型は全て親事業者からの貸与品であり、当社で倉庫を借りて保管している。１年前から親事業者２社が保管料を支払ってくれる
ようになった。保管料は保管する倉庫の面積や重さに応じ、2社合計で月々百万単位となっており大変助かっている。国からの後押し
があったものと推察され、感謝している。（電線・自動車/８月）

○ 月額20万円で倉庫を借用して金型を保管していたが、直近１年の間で親事業者による廃棄の取組が進んだことにより、２年前と比
較して保管金型が30％程減少した。自社内施設での保管へ切り替え、借用中の倉庫は返却する予定。（産業機械/７月）

▲ かなりの数の金型があり、自社スペースの大部分に加え、一部は他の工場にも保管している。製造物への責任で長期に渡って対応で
きるように保管するように言われているが、保管料はもらえない。保管料の交渉をしたが却下された。（自動車/７月）

▲ 親事業者から、使用していない金型の保管について保管承諾書（当社が作成したような内容契約）に押印するように書類が送ら
れてくる。「保管費用に関しては要求しない」という内容である。（電機・情報通信機器/５月）

【凡例】○：よい事例、▲：問題のある事例、（）内は親事業者の業種/聴取時期



５．下請Ｇメンヒアリング等を通じた具体的事例
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• 下請Gメンヒアリング等において、型取引の保管料が支払われるようになった、手形支払いが手形から現
金になったなどの好事例が見られる一方、足下でも問題のある事例もあがってきている。

• また、新型コロナウイルス感染症拡大による影響把握も実施（8月19日までに6,056件）。親事業者
が発注の継続により下請事業者の売上を確保するなどの好事例が見られる一方、「価格引下要請」「発
注キャンセル」「納期延期」「短納期発注」など、問題となり得る取引事例も把握。

• 6月に引き続き、7月末にも、業所管省庁担当部局に対し、問題事例や優良事例を共有し、業界団体
のイベント等で改善への働きかけや指導を依頼。

• 下請代金法違反事案に対しては、公取委とともに改善指導や措置請求／勧告を実施。また、悪質な
事例を整理・周知することで発注側事業者の危機意識を向上させ、問題事例の未然防止を図る。

• また、優良な取引事例を取りまとめ、個社ベースで発信することを通じ、取引適正化に取り組む事業者
のレピュテーションを向上させ、自発的な改善を促す。

①下請ヒアリング等で把握した事例
知財・ノウハウの保護

働き方改革に伴うしわ寄せ防止

【凡例】○：よい事例、▲：問題のある事例、（）内は親事業者の業種/聴取時期

▲ 当社が親事業者に提供した製品のデータがその親事業者の海外にあるグループ企業に許可なく転用され、安価な競合品の製造に使
用された。一部については当社から働きかけて止めることができたが、現在も無許可のまま転用が続いている。契約内容を厳しくしたい
が、当社から強く求め過ぎると取引停止の可能性が高いので言えない。（産業機械/８月）

▲ 当社が納品している製品を事前のアナウンスもなく、親事業者が内製を開始してしまった。（産業機械/７月）

▲ 親事業者の業務改善・業務の効率化を理由に、親事業者が行っていた業務を当社で行うための設備投資(100万円以上)を要請
された。（自動車/８月）

▲ 親事業者の時間外勤務の短縮によって打ち合わせが先延ばしされたために発注が遅れ、短納期発注になる場合がある。（自動車/
７月）
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型取引の適正化

支払条件の改善

価格決定方法の適正化

【凡例】○：よい事例、▲：問題のある事例、（）内は親事業者の業種/聴取時期

▲ 親事業者と金型の保管料について協議していたが、当社敷地内に保管している（貸し倉庫を利用していない）という理由で支払わ
れないこととなった。（自動車/７月）

▲ 20年以上前から型を保管しており、現在は月額30万円の倉庫を借りて保管している。4年程前に棚卸表を提示して廃棄を依頼し
たが拒否され、現在までに進展がない状況。廃棄するか、保管料を支払って欲しい。（農業機械/７月）

○ 金型は全て親事業者からの貸与品であり、当社で倉庫を借りて保管している。１年前から親事業者２社が保管料を支払ってくれる
ようになった。保管料は保管する倉庫の面積や重さに応じ、2社合計で月々百万単位となっており大変助かっている。国からの後押し
があったものと推察され、感謝している。（電線・自動車/８月）

○ 業界団体等による指導がなされているおかげか、１年以上動いていない金型を９月までにリストアップするよう依頼があった。廃棄また
は保管料が支払われる方向であり、助かっている。（工作機械/８月）

▲ 親事業者とそのグループ会社複数社との取引がある。3年前から現在までにそのうち1社だけがサイト120日のファクタリングから現金払
いに変わった。しかし、親事業者のグループ内でも企業によって考え方は異なっており、その1社以外は変わらず、当社の売上全体を見
ると現金化はあまり進んでいない。（電機・情報通信機器/７月）

○ 手形支払い（90日）が今年の４月から翌月末現金払いになった。（産業機械/８月）

▲ 原材料以外のコスト上昇分を価格に転嫁できないうえ、量産部品から補給品に変わっても単価は据え置きである。以前より変わりは
ない。（自動車/７月）

○ 発注数量が落ちる時は、数量を加味し値上げした単価で再見積もりしている。殆どの場合、もめる事なく、了解して貰えている。（産
業機械/６月）
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②問題事例等に対する業所管省庁の対応状況

業界団体の会合等における働きかけ
 金属業界団体の所属企業の役員等に対し、担当課長等から配慮通達を用いた働きかけを実施。（金属/６月）
 電子情報技術産業協会の部会において、担当課長から取引適正化に向けた働きかけを実施。（電機・情報通信
機器/６月）

 日本自動車工業会部品部会において、担当者から問題事例を紹介し、注意喚起を実施。（自動車/７月）
 日本動画協会理事会の場で担当課長から取引適正化に向けた働きかけを実施。業界団体から会員企業に対し、
問題事例の共有。（アニメーション制作/７月）

 日本印刷産業連合会運営委員会・専務理事会の場で担当課長から取引適正化に向けた働きかけを実施。業界
団体から会員企業に対し、問題事例の共有。（印刷/７月）

 日本繊維産業連盟常任委員会の場で、担当局長から取引適正化に向けた働きかけを実施。（繊維/７月）
 電子情報技術産業協会の部会において、担当者から取引適正化に向けた働きかけを再度実施。（電機・情報通
信機器/７月）

 金属業界団体の所属企業の役員等に対し、担当課長等から、優良事例の共有や業界の自主行動計画を用い働
きかけを実施。（金属/８月）

 日本オンラインゲーム協会およびコンピュータエンターテイメント協会の理事会の場で、担当者から取引適正化に向け
た働きかけを実施。（ゲーム/８月～９月予定）

 荷主や元受事業者が集まる場や講演等の機会を活用し、問題事例の共有やコロナ禍においても下請事業者との価
格交渉に応じるよう働きかけを実施。（運送：順次実施）
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②問題事例等に対する業所管省庁の対応状況
文書等による働きかけ
日本放送協会、日本民間放送連盟、衛星放送協会等、放送業７団体に向け、下請事業者への一層の配慮を要
請。（放送/６月）

日本化粧品工業連合会に対し、下請事業者に対する配慮がなされるよう、会員企業への働きかけを依頼。（化粧
品/６月）

日本フィットネス産業協会に対し、全会員企業等への配慮要請の周知を改めて依頼。（サービス業/７月）
日本ホテル協会、日本旅館協会、全日本シティホテル連盟、全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会に対して、
メールで事案の周知を実施。（旅館業/７月）

建設業団体に対し、下請取引等の適正化の徹底について所属企業への周知を依頼。（建設/７月）
日本自動車工業会、日本自動車部品工業会に対して、問題事例や優良事例について紹介し、注意喚起を実施。
（自動車/８月）

繊維業界団体に対し、問題事例や優良事例を共有し、所属企業への周知を依頼。（繊維/８月）
金属業界団体に対し、事例や配慮通達、下請Gメン等チラシを共有し、所属企業への周知を依頼。（金属/８月）
産業機械業団体９団体に対し、配慮通達や下請取引Q&Aも活用し、働きかけを実施。（産業機械/８月）

個別事業者への働きかけ
個別事業者に対し、問題となる取引実態がないかを確認し、取引適正化の遵守について働きかけを実施。
事実関係の調査を行った結果、問題となる事案が確認されたため、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う配慮通
達や振興基準の遵守について担当者から口頭で指導・働きかけを実施。

事実関係の調査を行った結果、問題となる事案は確認されなかった。
営業所の特定ができず、事実関係の調査を行うことはできなかったが、問題事例を共有し、同様の事案が発生し
ないように社内での共有を依頼した。

事実関係の調査を行った結果、すでに下請事業者に対する説明がなされていることが確認された。



６．中小企業庁による下請法に係る指導事例①
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中小企業庁において、下請法違反のおそれがあるとして、事業者に対して実施した最近の
主な指導事例は以下のとおり。

(1) 鉄鋼業者に対する指導事例
下請事業者との取引において、平成４年９月に定められた単価で令和元年１０月に納品しているが、原材料

費等の大幅な上昇等経済情勢の変化があったにもかかわらず、単価見直しを行っていなかった。
このような行為は、下請法が禁止する買いたたきに該当するおそれがあるため、令和２年１月に改善指導を

実施した。
指導を踏まえ、親事業者は定期的に下請事業者との価格の改定について十分な協議を行うなど、発注金額の

決定方法について改善を行った。

：価格決定方法の適正化関係

(3)機械等修理業者に対する指導事例
下請事業者に対する発注については、「受注単価について」に基づき下請代金の額を決定しているが、当該

「受注単価について」を策定する過程で同社との協議が行われた形跡が見られない。
このような行為は、下請法が禁止する買いたたきに該当するおそれがあるため、令和元年１０月に改善指導

を行った。
指導を踏まえ、親事業者は、発注金額について下請事業者と十分に協議し、その経緯や理由を明確にするな

ど、発注金額の決定方法について改善を行った。

：価格決定方法の適正化関係

(2)生産用機械器具製造業者に対する指導事例
下請事業者との取引において、下請事業者に対して「見積依頼書」が交付され、見積金額の回答を得ている

が、同依頼書に前回実績価格を記載した上で「上記は前回実績価格です。同価格でお願いします。」と追記さ
れており、同金額で価格が決定されていた。
このような行為は、下請法が禁止する買いたたきに該当するおそれがあるため、令和元年５月に改善指導を

実施した。
指導を踏まえ、親事業者は下請代金額の決定に際して、下請事業者と十分な協議を行うなど、発注金額決定

方法について改善を行った。

：価格決定方法の適正化関係



６．中小企業庁による下請法に係る指導事例②
(4)輸送用機械器具製造業者に対する指導事例
下請事業者との取引において、製造委託した製品の金型について、当該金型の使用が見込めないにも関わ

らず、無償で保管させており、同社の説明によると「使用が見込めない金型の廃棄処分等を進めるなかで漏
れが生じてしまった。」とのことである。
このような行為は、下請法が禁止する不当な経済上の利益提供要請に該当するおそれがあるため、令和元

年１２月に改善指導を実施した。
指導を踏まえ、親事業者は使用する見込みのない金型については、廃棄するなど改善を行った。
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：型取引の適正化関係

：働き方改革への対応関係

(5)電気機械器具製造業者に対する指導事例
下請事業者との取引において、委託した成果物を製造させるため親事業者が所有する金型を下請事業者に

貸与しているが、当該成果物の製造を大量に発注する時期を終えた後、当該金型の保管に係る負担額及びそ
の算出根拠を明確にせず、当該成果物の発注を長期間行っていなかった。
このような行為は、下請法が禁止する不当な経済上の利益提供要請に該当するおそれがある令和２年３月

に改善指導を実施した。
指導を踏まえ、親事業者は金型の必要性を考慮し、金型の廃棄や保管費用負担の条件等について下請事業

者と十分な協議行った上で決定するなど改善を行う予定。

：型取引の適正化関係

(6)電気機械器具製造業者に対する指導事例
下請事業者との取引において、注文書に記載している納期を「最短」を記載して発注しているが、短納期

発注を行う場合に下請事業者に発生する費用増を考慮せず通常支払われる対価より低い対価により下請代金
の額を定めている。
このような行為は、下請法が禁止する買いたたきに該当するおそれがあるため、令和元年１０月に改善指

導を実施した。
指導を踏まえ、親事業者は短納期発注など個別の発注内容の違いを考慮し、下請事業者と十分な協議を

行った上で単価を決定するなど、発注金額の決定方法について改善を行った。






